
令和５年度における社会福祉充実計画の状況について

３．社会福祉充実計画の事業内容別事業費・事業数内訳１．社会福祉充実計画の有無
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8.4% 未策定等68法人

社会福祉
法人総数※3

21,113法人

社会福祉充実計画を

有する法人

1,772法人

（全法人数の8.4%）

事業内容 事業費※4 事業数

合計 3,885億円 3,957事業

サービス向上のための既存施
設の改築・設備整備 1,817億円（46.8%） 1,761事業（44.5%）

新規事業の実施 617億円（15.9%） 424事業（10.7%）

職員給与、一時金の増額 171億円 （4.4%） 461事業（11.7%）

サービス向上のための新たな
人材の雇入れ 154億円 （4.0%） 366事業 （9.2%）

既存事業のサービス内容の充
実 110億円 （2.8%） 293事業 （7.4%）

職員の福利厚生、研修の充実 24億円 （0.6%） 108事業 （2.7%）

既存事業の定員、利用者の拡
充 23億円 （0.6%） 36事業 （0.9%）

上記以外の事業 307億円 （7.9%） 278事業 （7.0%）

充実計画の対象となっていな
い充実財産等※5 647億円（16.7%） -

２．社会福祉充実計画の事業区分

※1 社会福祉法人の公益性・非営利性を踏まえ、社会福祉法第24条第2項に社会福祉法人の責務として規定される、
地域の福祉ニーズ等を踏まえつつ、無料又は低額な料金で、法人の自主性、創意工夫により実施される多様な福祉サービス

※2 回収率は96.2%（昨年度回収率は97.8％）。なお、回収率の計算式は、（令和6年３月時点有効回答1,772法人）／
（社会福祉法人の財務諸表等電子開示システムのデータにおいて充実財産が発生した1,858法人から、社会福祉充実計画
策定に係る費用が社会福祉充実財産を上回ることが明らかな場合等により、当該計画の策定が不要であることが確認できた
16法人を除いた1,842法人）＝96.2％ ※3 令和3年度福祉行政報告例に基づく全国の社会福祉法人数

※4 補助金等を除く充実財産充当額のみを計上
※5 充実計画期間内に新たに発生した充実財産、充実計画額と実績額との差額など充実計画の変更を伴わず充実計画の対象とならない額の合計額

社会福祉事業 地域公益事業 公益事業 合計

3,779事業
（95.5％）

109事業
（2.8％）

69事業
（1.7％）

3,957事業

社会福祉充実財産の使途は、社会福祉事業、地域公益事業、公益事業の順に検討することとなっている。

「社会福祉充実財産」（社会福祉法人の財産から事業継続に必要な財産を控除した財産）が生じた法人は、「社会福祉充実計画」を策定

し、使途を見える化した上で計画的に社会福祉事業等に再投下することとしている。令和５年度における当該計画の全体の状況は以下のとおり。

（令和５年10月１日時点福祉基盤課調べ※2）

• 社会福祉充実計画を有する法人は、1,772法人（社会福祉法人総数※3の8.4％）で、社会福祉充実財産の総額は3,885億円
（参考 : 令和4年度における状況 社会福祉充実計画を有する法人 1,941法人（9.2％） 社会福祉充実財産の総額 4,106憶円）

• 社会福祉充実計画を有する1,772法人のうち、「地域における公益的な取組」を実施している法人は1,339法人（75.6％）

（参考 : 令和4年度における状況 社会福祉充実計画を有する1,941法人のうち、「地域における公益的な取組」を実施している法人 1,423法人（73.3％））


